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　平素より、組合員の皆さまには、ＪＡ各事業に格別のご理解とご協力を賜り、厚く御礼申

し上げます。

　さて、当ＪＡは令和８年４月より、「第６次中期経営計画（令和８年度～令和 10 年度）」

のもと、新たな３か年の歩みをスタートいたします。本計画は、激しく変化する社会環境

の中にあっても、地域の皆さまとともに歩み続ける協同組合として、明確な方向性と実行

力をもって、「農業とくらしを支えるＪＡ」としての役割を果たしていくための指針を示す

ものです。

　わが国を取り巻く経済環境は、新型コロナウイルス感染症による制限解除以降、徐々に

回復の兆しが見られる一方、エネルギー・資材価格の高止まりや円安によるコスト増、さ

らには国際情勢の緊張など、不安定な状況が依然として続いております。また、世界的な

食料需給のひっ迫や気候変動の深刻化は、「食料安全保障」の観点からも、国内農業の一層

の強化が求められています。

　このような中、農業およびＪＡを取り巻く環境は、基幹的農業従事者の高齢化と減少、

組合員数の減少、職員の採用難など、厳しさを増しています。さらに地域社会においては、

人口減少の進行とともに人と人とのつながりが希薄化し、孤立や不安を抱える世帯も少な

くありません。こうした時代だからこそ、ＪＡは「地域の拠り所」としての存在価値を改め

て見つめ直し、海部地域の持続的な発展と、組合員・利用者の皆さまの豊かなくらしを支

えていく必要があると考えております。

　現在、ＪＡグループ愛知では、「組合員・地域住民・職員の幸せづくり」を掲げたＪＡ版ウェ

ルビーイング運動を推進しています。この運動は、農業者の経営安定と生きがい、地域住

民のくらしの安心、ＪＡ職員の働きがいと成長機会といった、“心・体・お金”の健康を柱に、

農業・くらし・経営の各分野における事業と活動の好循環を目指すものです。当ＪＡでは、

経営理念およびＪＡグループ愛知の上記方針を踏まえ、「持続可能な農業」、「誰もが安心し

て暮らせる地域」、「やりがいを持って働けるＪＡづくり」の実現に取り組んでまいります。

　結びに、本計画の推進にあたり、協同組合としての使命を

改めて胸に刻み、役職員一丸となって実践してまいります。

組合員の皆さまをはじめ、地域の皆さま、関係機関の皆さまに

おかれましては、今後とも変わらぬご理解とご支援を賜ります

よう、心よりお願い申し上げます。

令和８年６月

ごあいさつ

あ い ち 海 部 農 業 協 同 組 合

代表理事組合長
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ＪＡあいち海部では、合併を踏まえた第 6 次中期三カ年計画の策定準備期間として、地域

農業ビジョンをもとに、農家所得向上に向けて自己改革に取り組んでまいりました。直近の

令和７年度の主な取り組み事項の結果について以下のとおりご報告いたします。 

●指導事業

事業方針 

営農指導では、「地域農業ビジョン」の実現のため、組合員ニーズの把握と農業経営・農業

生産の課題解決に向け、営農支援体制を整備するとともに、総合事業を通じた農業経営支援

機能を発揮することによって、農家所得の向上と、魅力ある農業を目指して事業展開します。 

内  容 
目標・実績 

令和７年度目標 実績 

1.重点施策 地域農業ビジョンの着実な実践 

行動計画 定期的な進捗管理と取組評価の実施 生産部会：７団体 生産部会：７団体 

2.重点施策 みどりの食料システム戦略の実践 

行動計画 

化学肥料の使用低減および化学農薬の

使用削減の推進による環境負荷低減、

持続可能な農業の実現 

実施 実施 

3.重点施策 中核的担い手との信頼関係の再構築 

行動計画 
出向く活動と総合性発揮による、高度

化する農家・法人の経営課題の解決 

選定農家訪問件数 
担当職員 
47 件／月 

選定農家訪問件数 
担当職員 
43 件／月 

4.重点施策 生産力・産地力の強化による生産基盤の維持 

行動計画 

①農業 ICT ツールの活用及びスマート

農業の導入支援強化、労力軽減や生

産力向上への寄与および補助事業活

用、農業融資による農家負担の軽減

に向けた支援

提案件数 
35 件以上 

提案件数 
41 件 

②農業無料職業紹介事業及び超短期バ

イトアプリの活用支援、外国人材の

雇用支援による安定的な労働力確保

無料職業紹介事業 
雇用成立：20 件以上 

無料職業紹介事業 
雇用成立：31 件 

③意欲ある生産者の作付け面積拡大、

後継者・新規就農者の育成による生

産基盤の維持

経営意向調査実施 

1 回 

いちご・れんこん 

新規就農支援事業 

研修生各 2 名以内 

経営意向調査実施 

1 回 

いちご 

新規就農支援事業 

研修生 1 名 

5.重点施策 食農教育や農業体験を通じた地域農業への理解促進 

行動計画 

①地域の子どもたちへ食と農の大切さ

を伝える学習・体験機会の提供

出前授業 
25 校・70 回 

お出迎え授業 
10 校・10 回 

出前授業 
26 校・52 回 

お出迎え授業 
9 校＋1 施設・10 回 

②部署間連携による、地域農業の応援

団である准組合員を対象とした農業

体験などを通じた更なるファン作り

准組合員モニター 
栽培・収穫体験 1 回 

准組合員モニター 
栽培・収穫体験 2 回 

２．令和７年度までを振り返って 

02 



 
 
 
 
 

●営農利用事業 
 

事業方針 

農産施設では、地域特性を最大限に生かした事業展開と、広域化に伴う共同乾燥施設・育

苗施設・共同選果施設の効果的・効率的な活用に取組みます。また、物流問題に対応する為、

米の集荷・出荷形態を紙袋からフレコンに一部移行し、物流の輸送力の確保とコスト抑制に

よる生産者所得向上に取り組みます。 

園芸施設では、利用者との積極的な対話により選果施設や集出荷施設の効率的かつ効果的

な活用に努めます。 
 
 

 
内  容 

目標・実績 

令和７年度目標 実績 

1.重点施策 担い手ニーズに基づく低コスト生産資材の取組 

 
行動計画 

フレコン集荷・出荷拡充による資材

コスト低減 
出荷量全体の 35％ 出荷量全体の 67％ 

2.重点施策 共同利用施設による労働力支援と効率的な運営に向けた体制整備 

 

行動計画 

①育苗施設・共同乾燥施設の計画的

な稼働と均質な供給体制、物流の

合理化による効率的な施設運営 

実施 実施 

②レンタルパレットを活用した集

出荷体制及びフレコン集荷によ

る物流の改善 

実施 実施 

③各センター（トマト、ミニトマト、

レンコン、イチゴ）の効率的かつ

安定的な運営に向けた農業の生

産性向上および取扱量の維持・拡

大 

＜取扱数量＞ 

トマトセンター

650,000 箱 

 

レンコンセンター 

（露地）340,000 箱 

〈5 ㎏換算〉 

 

（ハウス）68,000 箱 

 

ミニトマトセンター 

120,000 箱 

 

イチゴセンター

2,800,000 パック 

〈250g パック換算〉 

＜取扱数量＞ 

トマトセンター 

541,256 箱 

 

レンコンセンター 

（露地）358,389 箱 

〈5 ㎏換算〉 

 

（ハウス）72,456 箱 

 

ミニトマトセンター 

113,581 箱 

 

イチゴセンター 

2,632,381 パック 

〈250g パック換算〉 

3.重点施策 施設運用技能と保守・管理技術レベル向上の取組  

 

行動計画 

各種研修会等への参加による施設

運用技能と保守・管理技術レベルの

向上 

各資格取得率：100％ 各資格取得率：100％ 
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●農産事業

事業方針 

農産事業では、農地の保全に向けた相談対応の充実と、戦略作物の生産性向上と高品質・

安定多収による農家所得の向上を目的とした技術支援に努めます。また、広域化に伴い海部・

津島の水田農業の在り方について中核的担い手との対話を引き続き進め検討してまいります。 

内  容 
目標・実績 

令和７年度目標 実績 

1.重点施策 中核的担い手等との意見交換と意向把握による相互理解と事業反映 

行動計画 
部会組織等との意見・情報交換会の

実施 

会議 

38 回 

会議 

70 回 

2.重点施策 組合員・担い手との対話・意思反映の機会・場づくりの取組 

行動計画 

支部長会・座談会等における営農に

関する情報提供および農業生産支

援、情勢報告等の実施 

会議 

20 回 

会議 

33 回 

3.重点施策 農地中間管理事業の活用による農地の集積・集約の取組 

行動計画 
農地中間管理事業の業務受託の拡

大 

農地相談 

250 件 

新規契約 

30ha 

農地相談 

674 件 

新規契約 

109ha 

4.重点施策 播種前出荷契約による契約面積拡大の取組 

行動計画 

米価の安定維持の向け、ガイドライ

ンに即した計画的な戦略作物への

誘導、生産面積の維持・拡大 

飼料用米等：225ha 

小麦：1,000ha 

大豆：310ha 

飼料用米等：242ha 

小麦：1,090ha 

大豆：340ha 

5.重点施策 生産者・実需者の結び付け販売拡大の取組 

行動計画 
実需者との結び付け販売拡大に向

けた米集荷数量維持・拡大 

播種前出荷契約 

10,100 俵 

播種前出荷契約 

10,252 俵 

6.重点施策 環境に配慮して生産された農産物の価値が消費者に認められる取組 

行動計画 
水田より発生するメタンガス削減

に向けた支援の実施 

認証米節減対象農薬 

5 割減栽培 

8,000 俵 

認証米節減対象農薬 

5 割減栽培 

9,496 俵 

２．令和７年度までを振り返って 
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●園芸事業

事業方針 

主幹品目を中心に中長期シミュレーションの分析を実施し、生産面や販売面の課題を生産

者と共有するとともに農業振興計画等を検討・策定・実践することにより地域農業の活性化

に努めます。 
 取引先との情報連携の強化とニーズの変化を的確に捉えた販売戦略を策定し、安全・安心

な農産物を安定的に供給することで生産者所得及び産地の信頼度向上に努めます。 

内  容 
目標・実績 

令和７年度目標 実績 

1.重点施策 生産基盤の維持と産地の信頼度向上 

行動計画 

気候変動に耐えうる品種選定や栽

培技術の共有、労力軽減方策による

出荷量の維持・拡大および安定供給

実現による産地の信頼度向上 

実施 実施 

2.重点施策 正確な産地情報の提供と生産者の経営安定 

行動計画 

園芸販売集出荷システム等を活用

した出荷情報の早期提供による有

利販売の実現および契約取引への

積極的な取り組みによる生産者の

経営安定 

実施 実施 

3.重点施策 安全・安心な農産物の提供 

行動計画 

生産履歴記帳および国際水準 GAPの

確実な実践と残留農薬検査の出荷

前実施の徹底による安全・安心な農

産物の供給および生産履歴 Web入力

システムの利用推進による記帳点

検の効率化 

生産履歴及び 
国際水準 GAP 
100％実施 

Web 入力システム 
利用率 

生産組織人数の 40％ 

生産履歴及び 
国際水準 GAP 
100％実施 

Web 入力システム 
利用率 

7 組織実施 

4.重点施策 集荷及び物流体制の改善 

行動計画 

物流関連 2 法（新物効法、改正貨物

自動車運送事業法）の施行に対し、

法令を遵守した継続的輸送体制を

構築するため、集出荷体制及び物流

の効率化に向け、利用者との対話を

重ねた対応策の検討 

検討 
実施 

（１拠点集約） 

JA Aichi Ama Sixth Medium-Term Three-Year Plan 
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●購買事業

事業方針 

農畜産物の安定生産と農業者に魅力ある地域農業を実現するため、コスト低減に向けた資

材提供や生産性向上により、農業経営の安定を支援します。 

 食料・農業の生産力向上と持続性の両立を目標に「みどりの食料システム戦略」に関係部

署と連携して取り組みます。 

内  容 
目標・実績 

令和７年度目標 実績 

1.重点施策 生産資材コストの低減および購入機会の提供 

行動計画 

肥料・農薬価格抑制に向けた肥料

の超大口仕入・農薬の相見積もり

の継続および予約取りまとめ、園

芸フェアの実施 

超大口仕入 

65,000 袋 

相見積：12-1 月実施 

230 品目 

価格調査 

2 回 180 品目 

指定日引取 

18,200 袋 

園芸フェア 

15 回 

超大口仕入 

85,830 袋 

相見積：12-1 月実施 

272 品目 

価格調査 

2 回 175 品目 

指定日引取 

17,724 袋 

園芸フェア 

14 回 

2.重点施策 営農渉外担当者の出向く活動の定着・強化 

行動計画 

ＪＡ占有率の維持拡大に向けた対

象農家訪問の実践による事業利用

の拡大 

推進目標 

831,240 千円 
1,150,548 千円 

3.重点施策 環境負荷低減への取組み支援（みどりの食料システム戦略） 

行動計画 

化学肥料使用量の低減に向けた土

壌診断結果に基づく堆肥等有機資

材施用の推奨による施肥コストの

抑制 

土壌診断 

500 点 

環境にやさしい 

土づくりキャンペーン 

2 回 

土壌診断 

597 点 

環境にやさしい 

土づくりキャンペーン 

2 回 

２．令和７年度までを振り返って 
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●店舗事業（グリーンセンター） 

 

事業方針 

農畜産物の安定生産と農業者に魅力ある地域農業を実現するため、消費者ニーズをとらえ

た作付け誘導、産直店舗出荷者の加入推進、地産地消の促進等により農家所得の安定向上を

図ります。 

生産履歴記帳、出荷前残留農薬検査などの確実な実践により、安全、安心、新鮮な農畜産

物を安定提供し、地域農業とくらしを支える店舗経営を実践します。 

 

 
内  容 

目標・実績 

令和７年度目標 実績 

1.重点施策 データを活用した品揃えの充実 

 

行動計画 

産直品の情報分析によるニーズを

捉えた産直店舗出荷者への生産誘

導の提案および県内共選品を基軸

とした仕入強化による品揃えの充

実 

生産誘導出荷者 

35 名 

 

 

誘導品目 

20 品目・4,000 千円 

生産誘導出荷者 

上期：37 名 

下期：39 名 

 

誘導品目 

19 品目・2,940 千円 

2.重点施策 農業生産基盤の維持 

 

行動計画 

産直店舗出荷者の拡充に向けた「菜

園倶楽部」の継続実施による加入機

会の提供および、「出向く活動」によ

る産直出荷者訪問を通じた出荷量

の拡大 

菜園倶楽部 

上期：14 回 

下期：13 回 

 

産直加入説明会 

2 回 

菜園倶楽部 

上期：14 回 

下期：13 回 

 

産直加入説明会 

2 回 

3.重点施策 食の安全・安心確保と対策 

 

行動計画 

「生産履歴記帳」「国際水準ＧＡＰ」

の確実な実践及び「出荷前残留農薬

検査」の実施による食の安全・安心・

新鮮な農畜産物の提供 

生産履歴 

国際水準ＧＡＰ 

100％回収 

 

出荷前残留農薬検査 

99 検体 

 

Web 生産履歴 

利用登録 50％ 

生産履歴 

国際水準ＧＡＰ 

100％回収 

 

出荷前残留農薬検査 

99 検体 

 

Web 生産履歴 

利用登録 54％ 
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愛菜耕房産直コーナー 菜々耕房売り出しの様子 



 

【 生活部門 】 

●介護福祉事業

事業方針 

介護が必要になられた高齢者の意思を尊重し、住み慣れたご自宅で可能な限り自立した質

の高い生活を営み、状態の悪化を予防できるよう医療・福祉の関係機関と連携し、地域に根

ざした総合的な支援を行います。 

内  容 
目標・実績 

令和７年度目標 実績 

1.重点施策 利用者とその家族の QOL※向上に向けたケアプランの提案 

行動計画 

利用者とその家族からの希望に基

づく、心身状態の維持・向上を図る

ことができるケアプランの作成 

提供件数 

月 130 件以上 

提供件数 

月 129 件 

2.重点施策 様々な生活ニーズに合わせた訪問介護サービスの提供 

行動計画 

介護が必要な状態になっても自宅

での快適な生活が送れるよう、利用

者の生活ニーズに合わせた専門性

の高い訪問介護サービスの提供 

提供時間数 

月 750 時間以上 

提供時間数 

月 753 時間 

3.重点施策 高齢者の集い・通いの場の提供 

行動計画 

介護予防事業の一環として、高齢者

が住み慣れた地域で活きいきと過

ごせるよう、高齢者が集い、通える

場所の提供 

愛西おでかけサロン 
月 18 回 

愛西脳若 
トレーニング教室 

月 6 回 

弥富市スマイル教室 
月 3 回 

元気教室 
年 6 回 

愛西おでかけサロン 
月 18 回 

愛西脳若 
トレーニング教室 

月 6 回 

弥富市スマイル教室 
月 3 回 

元気教室 
年 0 回 

4.重点施策 助け合い組織の維持・活性化 

行動計画 

助け合い活動を通じた会員相互の

生活の充実および地域の高齢者を

対象とした介護予防活動の展開 

実施 
会員相互活動:実施 

介護予防活動：未実施 

ＱＯＬ：Quality of Lifeの略。「生活の質」や「人生の質」のことで、個人がどれだけ人間ら

しい生活や自分らしい生活を送り、人生に幸福を見出しているかを表す主観的な概念。 

２．令和７年度までを振り返って 
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ケアマネージャーへの介護相談 介護職員初任者研修 



●燃料事業（ＬＰガス・重油）

事業方針 

世界的なエネルギー情勢の不安定化が長期にわたり続き、また生活スタイルの多様化が進

む中、組合員・利用者の満足度を高めるために、エネルギーの安定的供給に努め、快適で安

全なエネルギー機器やリフォームの提案活動に取り組みます。 

内  容 
目標・実績 

令和７年度目標 実績 

1.重点施策 快適で安全なエネルギー機器やリフォームの提案活動 

行動計画 

①エネルギー情勢や生活スタイルの

多様化に対応した、利用者が快適

で満足度の高まるエネルギー機器

やリフォームの提案活動

実施 実施 

②ガス器具を長年ご使用いただいて

いる利用者を対象に展示会を開催

し、快適で安全な機器への更新提

案を実施

実施 
展示会開催：６回 

ＤＭ発送：６回 

2.重点施策 ＬＰガス・重油施設の保安点検及び重油タンクの無償貸与の継続実施 

行動計画 

①ＬＰガスを安全・安心にご使用い

ただくため、無線ＮＣＵ（保安監

視装置）の普及拡大

実施 ＮＣＵ設置率：94.4％ 

②ガス設備の法定点検及び未改善ガ

ス機器の解消
実施 

点検件数:1,242 件 

法定点検未実施:3 件 

③重油タンクの施設安全使用のため

の施設点検を実施
実施 重油タンク塗装:43 本 

JA Aichi Ama Sixth Medium-Term Three-Year Plan 
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●やすらぎ事業

事業方針 

葬送儀礼や宗教儀礼に対する考え方や価値観が多様化し、弔問・会葬者中心の葬儀か

ら、遺族が故人を偲び寄り添う葬儀や、近親者のみでの葬儀へと変化しています。こうし

たなか、組合員・利用者に寄り添い、家族葬・一日葬・直葬など、多様なニーズに応じた

柔軟な提案と施行に取り組みます。

　また、葬儀前後に発生する介護や相続など、組合員のくらしの相談に対応できるよう、

ＪＡの総合力を活かしたサービスの提供に努めます。

　さらに、組合員の葬儀ニーズの変化を踏まえ、今後のホール葬のあり方について検討を

進めます。

内  容 
目標・実績 

令和７年度目標 実績 

1.重点施策 価値観の違いや葬儀形態の変化に対応した葬儀施行 

行動計画 

ご遺族の想いを最優先に考え、ご意

思・ご要望を大切にした、寄り添っ

た葬儀プランの柔軟な提案や安心

を頂ける葬儀の施行 

葬儀施行件数 

235 件 

葬儀施行件数 

178 件 

2.重点施策 葬祭事業全般のＰＲ実施、相談機能の強化、誘客イベントの開催 

行動計画 

魅力ある誘客イベントの開催によ

る各種相談機能を含めた葬祭事業

全般のＰＲ 

実施 
開催 

131 件 来場 

3.重点施策 ＪＡの総合力を活かし他部署との連携により組合員世帯への総合支援 

行動計画 

葬儀施行前後の組合員・利用者の

様々なご要望に対する、各関連部署

と連携した組合員世帯やご家族及

び後継者との結び付き強化の支援 

実施 実施 

２．令和７年度までを振り返って 
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●宅地等供給事業

事業方針 

組合員個々の状況に応じた相続等の相談体制を整え、次世代への資産継承を支援するため

「弁護士・税理士による無料相談会」を毎月開催するとともに、相談機能の充実に努めま

す。

 また、組合員の不動産等の有効活用を積極的に提案するとともに、農家や新規就農者に対

する青色申告などの税務支援を行うことで地域に寄り添った相談体制の強化を目指します。

内  容 

目標・実績 

令和７年度目標 実績 

1.重点施策 無料相談会・休日相談会の継続開催 

行動計画 

①顧問税理士・顧問弁護士と連携し

た無料相談会の毎月開催
実施 実施 

②不動産・相続・税務に関する休日

相談会の継続開催
実施 実施 

2.重点施策 東海税理士会津島支部との連携による確定申告支援 

行動計画 

①農業簿記研究会を通じた税理士に

よる記帳指導会の開催
実施 実施 

②記帳ソフト「ソリマチ」からの派

遣講師による指導会の開催

指導会 

3 回 

指導会 

3 回 

③「ＷＥＢ農業簿記システム」の新

規導入提案・研修会開催による支

援

研修会 

1 回 

研修会 

1 回 

3.重点施策 地域の活性化を目指した不動産の最適利用の提案 

行動計画 

①地域農地の保全と組合員所有不動

産の有効活用提案
実施 実施 

②賃貸住宅の入居対策会議を含めた

組合員の資産保全
実施 実施 
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資産管理部会研修の様子 支店核活動での相続セミナー 



 

【 信用・共済部門 】 

●信用事業

事業方針 

地域農業金融機関として組合員の皆さまの持続可能な魅力ある農業経営の支援と経営の安

定化を目指し、地域の皆さまのくらしに寄り添った金融サービスの提供に努めます。 

役職員のコンプライアンス意識の向上、内部管理態勢を強化し、不祥事未然防止に取り組
み健全経営を目指します。 

内  容 
目標・実績 

令和７年度目標 実績 

1.重点施策
農業・生活のメインバンク化と農業資金利用の拡大と地域の皆さまに安心してご利

用いただける金融サービスの提供 

行動計画 

①農業融資専任担当者による「農業

経営のサポート体制」の強化およ

び営農部門と情報連携した「出向

く体制」による組合員と一体とな

った農業生産基盤の維持、農業所

得の向上

農業融資新規実行額 

411,000 千円 

農業融資新規実行額 

381,623 千円 

②ＪＡ産直店舗で利用できる農業応

援クーポン等の発券による地域農

業の活性化支援の継続

実施 実施 

2.重点施策 ライフステージに応じた相談の充実 

行動計画 

①ネットバンク等の非対面チャネル

の拡充等、情勢の変化に柔軟に対

応したチャネル体制の構築

ネットバンク契約者 

13,000 名以上 

JA バンクアプリ契約者 

9,500 名以上 

ネットバンク契約者 

14,031 名 

JA バンクアプリ契約者 

10,013 名 

②窓口・渉外担当者等による組合員・

利用者への「よりそい活動」の実

践によるライフプランに合わせた

資産形成・資産運用の取組強化お

よび商品や質の高いサービスの提

供を通じた顧客満足度の向上

実施 実施 

③年金受給に関する相談会の開催に

よる年金相談業務の継続実施およ

び「年金友の会」の会員特典を通

じた利用促進

年金振込指定者 

19,400 名以上 

年金振込指定者 

19,052 名 

④組合員等相続相談対象先への訪問

の徹底による関係構築および生前

相続相談の実践による相続相談・資

産承継ニーズへの顧客支援

実施 実施 

3.重点施策 内部管理態勢の強化 

行動計画 

金融機関標準の内部統制水準の確保

および事務指導体制の構築による事

務管理態勢の強化および、疑わしい

取引の届出の徹底によるマネーロン

ダリング対応態勢の強化 

実施 実施 

２．令和７年度までを振り返って 
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●共済事業 

 

事業方針 

組合員・利用者の皆さまの生涯にわたって寄り添い、世代を超えてあんしんを届け続け、

農業・地域社会とより深く繋がっていくことで、組合員・利用者本位の共済事業運営に努め

て参ります。 

 

 
内  容 

目標・実績 

令和７年度目標 実績 

1.重点施策 組合員・利用者への寄り添う活動 

 

行動計画 

組合員・利用者への寄り添う活動を

通じた接点確保および組合員・利用

者本位に即した丁寧なあんしんチェ

ックの実践 

あんしんチェック 

活動件数 

16,000 件以上 

あんしんチェック 

活動件数 

17,370 件 

2.重点施策 契約者・利用者満足度の向上 

 
行動計画 

組合員・利用者の気持ちに寄り添っ

た応対 

利用者満足度 

90％以上 

利用者満足度 

95.2％ 

3.重点施策 農業リスク診断活動の実践 

 
行動計画 

農業従事者への農業を取り巻くリス

ク確認と保障提案活動 

農業リスク診断件数

100 件以上 

農業リスク診断件数

121 件 

4.重点施策 組合員・利用者の利便性の向上 

 

行動計画 

十四山支店での土曜日・祝日営業、

本店でのひと・いえ・くるま土曜日

相談会（第 2、第 4 土曜日）の実施

による総合保障に係る安心の提供お

よび組合員・利用者の利便性向上 

開催数 

50 回以上 

開催数 

76 回 

5.重点施策 知識やスキルの習得とコンプライアンス態勢の徹底 

 

行動計画 

公的保険・税制改正等および相続の

情報提供に向けた知識向上と不祥事

未然防止を目的としたコンプライア

ンス研修会の実施（共済管理者・共

済担当者を対象） 

研修会開催 

4 回 

研修会開催 

6 回 
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ライフアドバイザーによる訪問活動 支店祭りでの相談活動 



 

 

 

 
●経営管理業務 

 

業務方針 

総合ＪＡとして地域に必要とされるＪＡであり続けるために、「活動と事業の好循環による

事業展開」と、「自己改革を支える強固な組織基盤」、「持続可能な経営基盤の確立・強化」、

「人的資本経営の実践」に努めます。 
 

 
内  容 

目標値・実績 

令和７年度目標 実績 

1.重点施策 正組合員の維持・拡充 

 
行動計画 

一戸複数正組合員制の継続推進によ

る正組合員の維持拡充 

正組合員加入 

50 人 

正組合員加入 

43 人 

2.重点施策 協同活動を通じた組合員との結びつき強化 

 

行動計画 

将来の組合員リーダーの育成を目指

す組合員大学「みらいキャンパス」

の継続開催による組合組織の理解者

拡充および次世代組合員の拡大 

組合員大学 

4 回開催 

組合員大学 

3 回開催 

3.重点施策 准組合員の意志反映および地域農業応援団化 

 

行動計画 

准組合員モニター会議や地区運営委

員会等を通じた准組合員の意思反映

および産地維持に向けた援農ボラン

ティアの継続開催 

准組合員モニター 

会議 

3 回開催 

 

地区運営委員会  

4 回開催 

 

援農ボランティア 

実施 

准組合員モニター 

会議 

3 回開催 

 

地区運営委員会  

4 回開催 

 

援農ボランティア 

実施 

4.重点施策 女性組織活動 

 

行動計画 

女性部活動の魅力発信による各種教

室やグループ活動の展開および食・

農・地域の活性化 

実施 実施 

5.重点施策 組合員、地域住民等広い世代への情報発信 

 

行動計画 

組合員に親しまれる広報誌「あまい

ろ」の制作および JA あいち海部公式

LINEや YouTube等の SNSおよびホー

ムページを活用した幅広い世代への

JA 事業や地域農業のタイムリーな

情報発信 

LINE 友だち登録者数 

8,000 人 

 

YouTube チャンネル

登録者数 

11,000 人 

LINE 友だち登録者数 

9,209 人 

 

YouTube チャンネル

登録者数 

10,917 人 

6.重点施策 自己改革取組状況の成果発信 

 

行動計画 

地域に必要とされるＪＡを目指して

取り組んでいる自己改革の進捗状況

を「自己改革の成果」として発刊 

令和 7 年 12 月発行 令和 7 年 12 月発行 

 ２．令和７年度までを振り返って 
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●監査 

 

業務方針 

内部統制システム基本方針に基づき、組合の健全な経営と継続的発展のため、リスク分析

を実施し、リスクの高い監査テーマ・拠点を絞り込み効率的かつ効果的な監査を実施します。 

中央会による内部監査支援、内部統制の評価・支援などを活用して、内部監査業務の高度

化・効率化に努めます。 
 

 
内  容 

目標・実績 

令和７年度目標 実績 

1.重点施策 内部監査の高度化・効率化に向けた取り組み 

 
行動計画 

リスクアプローチによるリスク分析を通

じた効果的、効率的な内部監査の実施 
実施 

合併に伴い全部署の

監査を実施 

2.重点施策 ３線部署として、中央会等の外部監査とリスク認識を共有し連携を強化 

 

行動計画 

内部統制の適切な確立・運用による

会計監査人監査に基づいた経営の透

明性及び信頼性の確保 

実施 
会計監査人と情報を

共有して監査を実施 

外部支援の積極活用による内部監査

の効率化・高度化 
実施 

中央会からの支援を

活用して監査を実施 
 

7.重点施策 持続可能なＪＡ経営基盤の確立・強化 

 

行動計画 

精緻な損益・財務計画に基づく計画

的な設備投資や、組織体制の整備等、

経営管理の高度化 

実施 実施 

8.重点施策 リスク管理の高度化とガバナンス体制の強化 

 
行動計画 

経営戦略に基づくリスクモニタリン

グの高度化および機能発揮 
実施 実施 

9.重点施策 地域の農業・くらしの未来を支え、創造できる人材育成 

 
行動計画 

利用者ニーズに応じた提案ができる

各種専門知識の習得、並びに資格取得 
実施 実施 

10.重点施策 働き方に応じた多様な人材の確保と定着の促進 

 

行動計画 

能力開発プログラムの設定および多様

な働き方に応じた複線型人事制度を通

じた職員のキャリアアップの促進 

実施 実施 

11.重点施策 各拠点、共同利用施設の効率的な利活用と計画的な保守修繕及び機器等の更新 

 

行動計画 

①地理的な特性とメリットを考慮し

た各拠点・共同利用施設の効率的

な活用と遊休施設の利活用 

実施 実施 

②定期的な施設点検の実施による保

守修繕及び機器等の計画的な更新 
実施 実施 

JA Aichi Ama Sixth Medium-Term Three-Year Plan 
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組合員数の推移

農家戸数の推移
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正組合員 准組合員

正組合員は年々減少傾向にあり、准組合員についても近年は横ばいで推移していることから、
組合員総数は令和６年度初めて前年から減少に転じました。

農家戸数は毎年約５％ずつ減少しており、このままの傾向が続くと、令和１２年には総農家
戸数およそ3,500戸となる見込みです。
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３．組合員の概要
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農地面積および販売農家の推移

農地面積

販売農家戸数

自給的農家戸数

各市町村の農地面積は逓減しています。

販売農家は毎年減少し、その一部が自給的農家にシフトしてはいますが、総農家戸数は
減少しており、今後も組合員の高齢化や人口減少が進行するなかで、生産基盤の弱体化
が懸念されます。

※各数値は農林業センサス2015および2020の結果をもとに減少率等を算定して推定しています。
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津島 134 蟹江 57 神守 15 

永和 30 十四山 48 七宝 16 

佐屋 35 飛島 22 伊福 5 

立田 29 鍋田 36 美和 17 

八開 33 弥富 91 甚目寺 11 

佐織 53 市江 34 大治 15 

正組合員, 327名准組合員, 354名

■地区別 回答人数 

回答割合は北部地区 46％、南部地区 42％、東部地区 12％でした 

■年齢 

アンケート回答者のうち、６０歳以上が７７％を占めます 

※国内総人口のうち、６０歳以上が占める割合は２９．１％ 

２９歳以下

0.4%
３０歳代

2.6%

４０歳代

5.7%
５０歳代

13.8%

６０歳代

35.2%

７０歳代

37.6%

８０歳以上

4.6%

非常に満足

8%

満足

38%普通

49%

不満

4%
非常に不満

1%

①販売事業（正組合員のみ） 

満足以上が４６％と平均的で、 

不満も５％と平均的な評価でした 

②購買事業 

満足以上が３８％と低く、不満も１０％と 

相対的に評価が低い結果でした 

非常に満足

9%

満足

29%

普通

52%

不満

9%

非常に不満

1%

③農作業の受委託（正組合員のみ） 

 満足以上が４３％と低く、不満も１０％と 

相対的に低い評価でした 

非常に満足

11%

満足

32%
普通

47%

不満

10%

非常に不満

0% 非常に満足

13%

満足

39%

普通

45%

不満

3%

非常に不満

0%

④信用事業 

満足以上が５２％と高く、不満も３％と 

相対的に高い評価でした 

■農業経営の形態（正組合員のみ） 

■組合員資格 

正組・准組おおむね半数ずつ回答を得ました 

専業農家

38%

兼業農家

57%

非農家

5%

【各事業の満足度】 

 ４．組合員アンケート結果 
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⑤共済事業 

満足以上が５４％と高く、 

不満は５％と平均的な評価でした 

⑥生活事業 

満足以上が４０％と低く、 

不満は６％と平均的な評価でした 

非常に満足

10%

満足

30%

普通

54%

不満

5%

非常に不満

1%非常に満足

15%

満足

39%

普通

41%

不満

4%

非常に不満

1%

知っており、今後

利用したい

26%

知らなかったが、

今後利用したい

42%

知っているが、利用

しようとは思わない

13%

知らなかったが、利用

しようとは思わない

19%

【介護事業の利用意向について】 

 ６８％の方が利用意向を示しており、 

組合員のニーズが高いと言えます 

＜地区別＞介護事業を利用したいと回答した人の割合 

地域によりバラつきはあるものの、全地区で高いニーズがあります

67%
70%

77%
69%
70%

64%
68%

63%
45%

81%
67%

82%
93%

38%
60%

76%
55%
53%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

津島
永和
佐屋
立田
八開
佐織
蟹江

十四山
飛島
鍋田
弥富
市江
神守
七宝
伊福
美和

甚目寺
大治

知っており、今後

利用したい

43%

知らなかったが、

今後利用したい

21%

知っているが、利用

しようとは思わない

17%

知らなかったが、利用

しようとは思わない

19%

47%
63%
63%

83%
91%

62%
53%

67%
100%

86%
79%

74%
67%

50%
40%

53%
36%

13%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

津島
永和
佐屋
立田
八開
佐織
蟹江

十四山
飛島
鍋田
弥富
市江
神守
七宝
伊福
美和

甚目寺
大治

【葬祭事業の利用意向について】 

６４％の方が利用意向を示しており、 

介護事業同様に組合員のニーズが高いと言えます 

＜地区別＞葬祭事業を利用したいと回答した人の割合 

都市部のニーズが相対的に低いのは、競合の進出が考えられます

JA Aichi Ama Sixth Medium-Term Three-Year Plan 
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47%

35%

32%

27%

21%

20%

17%

17%

17%

15%

14%

13%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

生産資材価格の低廉化

地産地消の推進

農業経営支援、栽培技術指導の強化

相談機能の強化（資産運用や年金、税務相談など）

農畜産物の有利販売

葬儀や相続などの終活支援の充実と拡大

新たな特産物の創出・普及

食料安全保障や食品の安全・安心の推進

訪問介護などの高齢者支援の充実と拡大

デジタル化（ネット販売や金融サービスなど）

新規就農者の育成・支援

特にない

【今後、ＪＡに特に取り組んでほしい分野】 

①正組合員 

昨今の生産コストの増加により、資材価格の低廉化を求める組合員が半数近くを占める一方で、ＪＡが長期的に

取り組まなければならない課題である新規就農者の育成やデジタル化への関心が低く、ギャップが存在します。

②准組合員 

地産地消や食の安全・安心を求める声が多いことから、引き続き、地域農業やＪＡの取り組みへの理解醸成を図

っていく必要があります。 

49%

33%

24%

21%

21%

17%

17%

15%

15%

13%

9%

11%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

地産地消の推進

食料安全保障や食品の安全・安心の推進

訪問介護などの高齢者支援の充実と拡大

相談機能の強化（資産運用や年金、税務相談など）

新たな特産物の創出・普及

葬儀や相続などの終活支援の充実と拡大

デジタル化（ネット販売や金融サービスなど）

農畜産物の有利販売

新規就農者の育成・支援

生産資材価格の低廉化

農業経営支援、栽培技術指導の強化

特にない

 ４．組合員アンケート結果 
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【ＪＡの現在の事業で関心のあるもの】 

年金受給や共済、相続など、ＪＡには「貯める」「備える」「守る」機能が求められている一方で、「増やす」機能

である投資信託への関心が低いことから、事業展開にはニーズの掘り起こしが必要と考えます。 

40%

32%

28%

22%

10%

18%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

年金の受取り

各種共済

相続相談（遺言信託など）

介護相談（予防や訪問介護など）

投資信託（ＮＩＳＡなど）

いずれも興味ない

【広報誌のデジタル化への切替意向】（正組合員のみ） 

「切り替えたい」と「どちらでもよい」を合計すると６４％の正組合員がデジタル広報誌への切替に肯定的で

あることから、段階的に切替を推進することで、ペーパーレスによる環境負荷軽減に貢献できます。 

一方で、訪問機会の減少により組合員の声を聴く機会が減少することから、ホームページ等での意思反映の

場（意見・要望のアンケートフォーム）を併せて確保する必要があります。 

切り替えたい

19%

どちらでもよい

45%

切り替えたくない

36%

ＪＡあいち海部は、持続可能な地域農業と地域社会の実現を目指し、「地域になくてはならないＪＡ」と

しての役割を果たします。そのために、組合員・地域の皆様の心と体の健康づくりや資産形成の支援に、

ＪＡの総合力を活かした活動を展開し、ウェルビーイング運動の実践を通じて第 6 次中期計画の達成に取

り組みます。 

信用・共済事業では、持続可能な経営基盤を構築するため支店の再編を進め、東部・南部・北部の各地

区に統括店舗を設置します。統括店舗にはライフサポーターを配属し、相続相談や資産形成のアドバイス、

介護など生活に関わる様々な課題に寄り添い、解決に向けた支援を行います。 

経済事業では、持続可能な地域農業の実現に向け、新規就農者の育成・経営支援を強化します。また、

ＳＮＳを活用した食農教育の拡充を図るとともに、安全・安心な農畜産物の提供に努めます。 

管理業務では、収支管理の精緻化と徹底した進捗管理により、中期計画の確実な実行を図ります。あわ

せて専門性の高い職員を育成し、地域から信頼され、頼りにされる組織づくりを推進します。 

アンケートの結果を受けて 

JA Aichi Ama Sixth Medium-Term Three-Year Plan 
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事業環境動向 
 
Ⅰ.社会・経済の動向 
 

1.人口減少と高齢化の進行 

・地域人口の減少や高齢化により、農業の担い手や地域の生産基盤が縮小 

・地域経済の持続性にも大きな影響 

2.都市と地方の経済格差の拡大 

・地方では雇用や所得機会が限られ、地域活力の低下が進行 

・地域に根差した JAの役割が一層重要 

3.インフレと生活コストの上昇 

・原油・資材価格の上昇が農業コストに直結 

・家計負担増により購買行動にも影響 

4.労働環境の変化と多様化 

・働き方改革や多様な雇用形態の拡大により、農業分野でも柔軟な労働力・確保が求められる 

5.社会的責任や SDGsへの関心の高まり 

・環境・地域貢献・持続可能性を重視する声が強く、JAの社会的責任が問われている 

Ⅱ.食料・流通を取り巻く動向 
 

1.気候変動による農産物供給リスクの増大 

・異常気象による収量・品質低下や供給不安が常態化 

2.食料自給率向上への政策的圧力 

・国産品の生産・消費拡大が重要政策課題 

・国や自治体による支援制度の拡充が求められる 

3.グローバル情勢の不安定化と供給網リスク 

・国際紛争、円安、物流の混乱により輸入依存のリスクが顕在化 

4.消費者ニーズの多様化と健康志向の高まり 

・安全・安心、地産地消、有機・減農薬など付加価値へのニーズ増加 

5.EC・スマート物流の拡大と販路多様化 

・ネット販売や産直型 ECの拡充により流通形態が変化 

・農家・JAにとって新たな販路拡大のチャンス 

6.食品ロス・資源循環への意識向上 

・フードロス削減、リサイクルや循環型社会の構築への対応が求められる 

  

５．基本理念・基本方針 
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Ⅲ.農業を取り巻く環境 

1.気候変動と環境制約の深刻化

・気候変動の影響により、高温障害や干ばつ、集中豪雨などのリスクが顕著 

・持続可能な農業を実現するため、温室効果ガスの削減や省エネ設備導入への課題 

2. 農業人口の高齢化と担い手不足

・農業従事者の高齢化が進行しており、新規就農者や若年層の担い手育成が急務 

3. 生産資材価格の高騰と国際情勢の影響

・国際的な紛争、円安、原油高の影響で、生産資材（肥料、飼料、燃油等）の価格が高騰

し、農業経営の安定に大きな影響 

4. 食料安全保障と自給率向上への政策的圧力

・日本政府は食料自給率の向上を目指し、農業支援政策の強化や地域振興を推進 

Ⅳ.JAを取り巻く制度・経営環境 

1.組合員構成の多様化とメンバーシップ強化  

・准組合員が正組合員を大きく上回るなか、組合員に対するサービスの質向上や組合

員の意思反映、組織基盤強化が急務

2. 経営環境の厳しさと自己改革（収支改善）の必要性

・損益シミュレーションの結果、信用、共済事業を含めて経営環境は今後も厳しい見通し 

3. 環境問題への対応と社会的責任

・環境調和型農業の推進、地域共生の実現など、JAグループとしての社会的課題への取

り組み方針 

これらの事業環境動向を踏まえたなか、食・農・くらしを基軸とした海部地域になく

てはならないＪＡを目指し、ＪＡあいち海部では第６次の中期計画の実現に向け持続的

に取り組んでまいります。 

JA Aichi Ama Sixth Medium-Term Three-Year Plan 
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基 本 理 念 

組合員や地域の利用者の皆さまの暮らしを支え、地域農業の振興と生活向上を図り、持続

可能な地域社会の実現に貢献することがＪＡの使命です。安全・安心な食と農を守りなが

ら、皆様の生活に関わるサービスを通じて、皆様のくらしをサポートし、地域に根ざした活

動を行うことで、誰もが安心して暮らせる持続可能な地域づくりを目指します。 

 この使命達成のため、ＪＡあいち海部は３つの基本理念をもって海部地域になくてはなら

いＪＡを目指します。  

 

 

農業を支え地域に貢献します。 
 
 

たゆまぬ変革で未来を創造します。 
 
  

食・農くらしを基軸とした海部地域になくてはならないＪＡを目指します。 

基 本 方 針 

Ⅰ．地域農業の振興 

1.生産力・産地力の強化 

(1) 生産部会や行政との連携のもと、海部地域が一体と

なり、継続的な担い手づくりに取り組み、さらなる

産地進展を目指します。 

(2）広域化に伴う共同利用施設の効果的・効率的な活用

と、農地集積など農業政策等の環境変化に応じて柔

軟に対応することにより、生産基盤の維持・拡大に

貢献します。 

(3）担い手のニーズに応えられる高度な営農指導力の発

揮に向けた人材の育成に取り組みます。 

(4）担い手の作業効率化・コスト低減等に資するため、

スマート農業等先端技術の導入・活用支援に取り組

みます。 

(5）農業資金融資や農業リスク診断活動など、総合事業

を活かした部門横断的な担い手支援に取り組みます。 

 

2.販売力・競争力の強化 

(1) 取引先との関係強化・情報連携により、実需者・消費者の需要に基づいた効果的な生

産・販売提案を実践し、期間品目を中心とした有利販売の実現に取り組みます。 

(2) 規模拡大に伴う部会取りまとめ・予約機能の向上により、生産資材の安定供給や低コス

ト資材の提供に取り組みます。 

(3) 直売所を「食と農」をつなげる重要拠点と位置づけ、豊かな食を提供する魅力ある店舗

づくりと、都市近郊の立地を活かした事業展開を進めます。 

基本理念１ 

５．基本理念・基本方針 
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基本理念２ 

基本理念３ 



 

 

 

 

 

３.消費者とのつながり強化 

(1) デジタル共同基盤「食・農・くらしのプラットフォーム」の構築により、スマートフォ

ン等のデジタル接点を活用し、農業・ＪＡの理解者の増加（地域住民の組合員化、直売

所ファン拡大など）を推進します。 

(2) 食農教育活動に取り組み、地域の方々に農業を知り農業を親しみ、農業にふれあう機会

を創出します。 

Ⅱ．組合員・地域に密着した事業展開 

(1) 組合員・利用者との接点強化により、一

人ひとりのニーズ・ライフステージに応

じた総合的なサービスの提供や相続機能

の充実に取り組みます。 

(2) デジタル化（ネットバンク、ＪＡ共済 Web

マイページ）による非対面チャネルの強化

により、組合員利用者の利便性向上や接点

拡大に取り組みます。 

(3) 地域に応じた事業展開と、職員の専門性

の発揮により、組合員・利用者にとって

身近で頼りになるパートナーを目指しま

す。 

Ⅲ．組織基盤・経営基盤の確立・強化 

(1) 収支シミュレーションや損益・財務計画の精緻化、これに基づく計画的な設備投資など

経営管理の高度化に取り組むとともに、総合力を活かした事業戦略の展開を進めます。 

(2) 総合事業体として高度なリスク管理が求められるなか、1)現場検証の強化、2)リスク管

理部門による監視強化、3)内部監査の品質の向上による内部管理態勢の実効性確保と、

ガバナンス強化に向けた体制整備を進めます。 

(3) 地区運営員会や座談会、各事業・生活を通じた意思反映機会の充実により、組合員との

結びつき強化に取り組みます。また、組織基盤拡大に応じ、女性部組織・青年部組織を

はじめとする組合員組織の活性化に取り組みます。 

Ⅳ．次代を担う職員の育成 

(1) 将来に向けた人的資源の充実・強化に向け、ＪＡ理念・経営戦略を踏まえた人材育成基

本方針を見直し、これに基づく人事制度の構築と適切な運用により、組合員の負託にこ

たえられる職員の育成に取り組みます。 

(2) 人員体制強化に伴う計画的なジョブローテーションや教育研修の充実により、職員の専

門性向上など能力開発に取組みます。また、職員一人ひとりの経験や適性を踏まえた要

員配置により、それぞれの能力が最大限発揮できる職場づくりに取り組みます。 

(3) 目標管理制度・評価制度の適正運用による職員の能力・意欲の向上に取り組みます。あ

わせて、多様な人材と働き方が進展するなか、エンゲージメント向上を図り、職員が働

きたい、働きやすいと感じられる活力ある職場づくりを推進します。 

JA Aichi Ama Sixth Medium-Term Three-Year Plan 
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【１．水田農業における取り組み】 

持続可能な水田農業へ向け、生産性向上と環境保全を両立し、担い手支援と地域農業基盤強化

に取り組みます。 

内  容 評価指標
目標値又は状況 

令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度

Ⅰ.基本目標 農地の保全に向けた相談対応の充実化に取り組みます 

1.重点施策 農地の保全と集積による担い手の経営効率化

行動計画 

① 次世代農地相継承者とＪＡとの
つながり持続と農地の有効利用

相談実績 300 件 300 件 300 件 

②管内市町村が設定する地域計画
に沿った担い手支援と農地集積

新規契約

面 積
30 ㏊ 30 ㏊ 30 ㏊ 

③北部地区 れんこん・水稲圃場の
適正配置と適正継承

－ 検討 検討 実施 

2.重点施策 持続可能な農業の実現に向け環境負荷低減に取り組みます

行動計画 

①秋耕の適切な実施推進と中干期間
延長によるメタンガス発生抑制

－ 実施 実施 実施 

②プラスチック被覆膜の海洋流出
低減に向けた新たな被覆肥料の
試験栽培と収量実証

試験区 ３カ所 － － 

②化学農薬使用削減米の継続栽培 集荷数 8,000 俵 8,000 俵 8,000 俵 

3.重点施策 生産性の向上と高品質・安定多収により農家所得の向上に取り組みます

行動計画 

①国策の方向性と産地の状況を鑑
み、売れる農産物の生産と選ばれ
る産地づくりを推進

－ 実施 実施 実施 

②需要に応じた米生産による価格
安定と取扱数量の拡大

買 取 販

売 量
98,100 俵 98,100 俵 98,100 俵

Ⅱ.基本目標 広域化に伴う共同乾燥施設・育苗施設の効果的・効率的な運用に取り組みます 

1.重点施策 共同利用施設の効率的運営に向けた体制整備

行動計画 

①地域水田農業の発展に不可欠な
共同利用施設の安定・効率的運営

－ 検討 検討 実施 

②硬化圃場・硬化ハウスの再整備、
播種・緑化施設の集約検討等の育
苗センターの整備

－ 検討 検討 実施 

③フレコン出荷の拡大による効率
化と農業倉庫の再編

出荷率 35％ 40％ 45％ 

フレコン出荷：収穫した米を乾燥・調製後、30kg 袋ではなく 1t のフレコン袋にまとめて集荷所や精米工場へ出荷する方法 

６．取り組み実施事項 
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【２．園芸作物における取り組み】 

地域農業の発展と安定供給に向け、園芸作物の生産支援や栽培技術向上、販路拡大、需要に応

じた出荷体制整備に取り組みます。 
 

  内  容 評価指標
目標値又は状況 

令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度

Ⅰ.基本目標 農家所得の向上と管内農業の生産基盤の維持・拡大に取り組みます 

 

1.重点施策 生産基盤の維持と地域農業の活性化 

 行動計画 

①基幹品目における優良品種の収

量調査と普及拡大 
－ 実施 実施 実施 

②生産技術の情報共有と導入推進 

レンコン：ドローンによる追肥作業

イチゴ：ハダニ炭酸ガス燻蒸試験等

レンコン 10 名 12 名 15 名 

イチゴ 5 名 5 名 5 名 

③生産・出荷に係る労力軽減による

栽培面の維持・拡大 
－ 実施 実施 実施 

④集出荷及び選果施設の広域利用

と生産組織の組織再編 
意向調査 実施 実施 実施 

⑤生産現場における課題の共有と

現状分析による改善策の策定と

実践 

意向調査 実施 実施 実施 

⑥尾張地域 JA との連携によるパッ

キング機能の導入 

意向調査
現状分析

検討 検討 検討 

⑦新規就農者の確保 就農人数 4 名 3 名 3 名 

2.重点施策 契約販売先との関係性強化及び信頼構築による販路の拡充 

 行動計画 

①園芸販売集出荷システムを活用

した出荷情報の有効活用による

販売力強化 

導 入

組 織 数
6 組織 6 組織 5 組織 

②契約取引の拡大による有利販売 － 実施 実施 実施 

③加工品野菜の市場外流通の拡大 － 実施 実施 実施 

④近隣ＪＡ間の連携による広域協

調販売の実践 
－ 検討 検討 検討 

Ⅱ.基本目標 出荷作業の効率化及び安全・安心な農畜産物を安定供給に取り組みます 

 

1.重点施策 集荷拠点の集約による物流改善と集出荷対応の効率化 

 行動計画 ① 集荷拠点集約計画の策定 － 実施 実施 実施 

 

2.重点施策 安全・安心な農畜産物の安定供給 

 行動計画 
① 生産履歴 Web 入力システム利用

の拡大（生産部会員） 
利用率 30％ 33％ 35％ 

 

 

JA Aichi Ama Sixth Medium-Term Three-Year Plan 
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【３．担い手の営農・農業経営支援】 

「地域農業ビジョン」の実現のため、組合員ニーズの把握と農業経営・農業生産の課題解決に向け、

営農支援体制を整備するとともに、総合事業を通じた農業経営支援機能を発揮することで、農家所

得の向上と、魅力ある地域農業を目指して事業展開します。 

内  容 評価指標

目標値又は状況 

令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度

Ⅰ.基本目標 
地域農業ビジョンの実現に向け、関連部署・関連機関と連携し生産基盤の維持・拡大支

援に取り組みます。 

1.重点施策 地域農業ビジョンの進捗管理と取組評価

行動計画 

① ビジョンの定期的な評価と改善 ― 実施 継続 継続 

② 組合員との意見交換による更な

る課題の抽出と意向の反映
― 実施 継続 継続 

2.重点施策 次期地域農業ビジョンの実践方策の策定と進捗管理

行動計画 ① 次期地域農業ビジョンの策定 ― 検討 策定 実施 

3.重点施策 中核的担い手との信頼関係の再構築

行動計画 

① 巡回訪問による対話を通じた経

営課題の把握と改善提案

選定農家
訪問率 

90％以上 90％以上 90％以上 

② 事業間連携による農業経営支援

支援数 1 件 1 件 1 件 

簡易診断 10 件以上 10 件以上 10 件以上

新規就農
セミナー

2 回 2 回 2 回 

③ 農業者に対する保障点検活動の

実施

農業 
リスク 
診断 

34％ 33％ 33％ 

4.重点施策 生産力・産地力の強化による生産基盤の維持

行動計画 

① 無料職業紹介事業および超短期

バイト活用による労働力の確保

支援

雇用成立

職業紹介 
20 件以上
短期バイト 
1 件以上 

職業紹介 
20 件以上 
短期バイト 
1 件以上 

職業紹介 
20 件以上
短期バイト
1 件以上 

② 制度利用の促進及び資金ニーズ

に合った商品の提案

農業融資
メニュー

提案 
1 件以上 1 件以上 1 件以上 

③ 新規就農者支援等による生産基

盤の維持

経営意向
調査 

１回 １回 １回 

④ 空きハウス情報のデータ化と蓄

積及び活用
農地斡旋 1 件以上 1 件以上 1 件以上 

農業リスク診断活動：農業者に対して、農業経営を取り巻くリスクに関する意識喚起を行うとともに、リスク対策の有無の
確認（リスクチェック）を行い、明らかになったリスクに対する対策（保障）の提案を行う一連の診
断活動です。 

６．取り組み実施事項 
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【４．店舗事業における取り組み】 

地域住民と農業の接点の場として、魅力ある店舗づくりを展開し、年間を通じた品揃えの充実

及び新鮮・安全・安心な農産物の安定供給を図ります。 
 
  

内  容 評価指標
目標値又は状況 

令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度

Ⅰ.基本目標 魅力ある店舗づくりに取り組みます。 

 

1.重点施策 持続的に生産・出荷可能な管内産直出荷者基盤の維持・拡大 

 行動計画 

① 産直出荷者および出荷物の 
維持・拡大 

菜園 
倶楽部 

上期 15 名
下期 15 名

上期 15 名 
下期 15 名 

上期 15 名
下期 15 名

産直出荷
者大会 

1 回 1 回 1 回 

訪問巡回
３エリア

各 10 名/月 10 名/月 10 名/月 

② 店舗間輸送体制と集荷体制の構
築 

－ 本格運用 継続 継続 

③ AI 機能を活用した産直需要予測
の高度化による計画的な生産拡
大の推進 

－ 運用開始 継続 継続 

2.重点施策 品揃え強化と消費者ニーズを反映した店舗運営 

 行動計画 

① 売れる野菜の生産拡大 

生産作物
誘導人数

50 名 50 名 50 名 

販売金額
15 品目

4,000 千円 
15 品目

4,000 千円 
15 品目

4,000 千円

② 店舗特性の強化による魅力ある
店舗づくり及び集客に向けたイ
ベントの開催 

－ 実施 継続 継続 

 

Ⅱ.基本目標 食の安全・安心と店舗の健全運営に取り組みます。 

1.重点施策 安全かつ新鮮な品質の保持 

 行動計画 

① 生産履歴記帳の徹底 実施率 100％ 100％ 100％ 

② ＷＥＢ生産履歴の登録（産直会員） 登録率 55％ 58％ 60％ 

③ 残留農薬検査の実施 検査数 86 検体/年 86 検体/年 86 検体/年

④ HACCP 制度（食品衛生法）の遵守 － 管理点検 実施 実施 

  

JA Aichi Ama Sixth Medium-Term Three-Year Plan 
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【５．購買事業の強化への取り組み】 

予約注文や仕入ロット拡大、物流効率化によって資材価格を引き下げ、農家所得の向上を図る

とともに、営農渉外担当者が定期的に訪問し、農家のニーズを的確に把握して最適な資材等を提

供します。さらに、農業機械の普及推進や整備サービスの強化により作業効率を高め、環境に配

慮した持続可能な農業の実現を支援します。 
 

  
内  容 評価指標

目標値又は状況 

令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度

Ⅰ.基本目標 資材価格の低廉化による農家所得の向上に取り組みます。 

 

1.重点施策 生産資材のコスト削減と組合員の購入機会の提供 

 行動計画 

①年間複数回の肥料・農薬予約のと
りまとめ及び指定日引き取りに
よる生産資材コストの削減 

予約取り
まとめ 

1,400 件 
122,100 
千円 

1,330 件 
119,200 
千円 

1,280 件 
118,200 
千円 

指定日 
引き取り

18 回 
17,700 袋

18 回 
17,700 袋 

18 回 
17,700 袋

②資材価格の低廉化を目指した超
大口仕入及び早期仕入によるコ
スト削減 

－ 実施 実施 実施 

③園芸フェアの計画的な開催によ
る購入機会の創出 

開催数 14 回 14 回 14 回 

2.重点施策 環境に配慮した農業への取り組み 

 行動計画 

①土壌診断結果に基づく適切な堆
肥設計による化学肥料の低減 

土壌診断 500 点 500 点 500 点 

②肥料の海洋プラスチック問題へ
配慮した新被覆肥料「Ｊコート」
への切替（小麦） 

－ 一部実施 一部実施 全面実施 

Ⅱ.基本目標 定期的な訪問活動を通して中核的担い手への継続的な支援に取り組みます。 

 

1.重点施策 担い手への定期的な訪問活動 

 行動計画 

①営農渉外活動の充実 訪問軒数 578 軒 578 軒 578 軒 

② 各地区営農センターの営農渉外
を通じた顧客ニーズの把握と適
切な提案によるサービス強化 

営農渉外
活動の内
部 報 告

２回 ２回 ２回 
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【６．地域を支える生活インフラの展開】 

安心な地域社会の実現を目指し、総合事業を通じて生活インフラサービスを提供します。さら

に、年金口座の獲得や「農」を基軸とした複数事業利用を促進するとともに、ネットバンクの利

便性を周知し、非対面取引の拡充を図ります。 

内  容 評価指標

目標値又は状況 

令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度

Ⅰ.基本目標 
組合員、利用者の皆様の将来環境を見据え、安心してくらせる地域社会実現のための商
品やサービスの提供を実践します。 

1.重点施策 総合事業を通じた生活インフラ機能における取り組み

行動計画 

①年金指定口座およびＪＡカード利
用の獲得による取引のメイン化

年 金
振 込 者

19,200 人 19,350 人 19,400 人

JA カード
契約者 

7,050 人 7,100 人 7,150 人 

②組合員・利用者のネットバンクお
よびＡＴＭの利便性の周知

ﾈｯﾄﾊﾞﾝｸ 
契約者 

15,000 人 16,100 人 17,000 人

Ⅱ.基本目標 
相互扶助を原点に、最良の保障・価格・サービスで信頼に応え、安心で豊かな生活と地
域社会づくりに貢献します。 

1.重点施策
組合員・利用者に寄り添う「３Ｑ活動」と丁寧な「あんしんチェック」の徹底および利
用者の「声」を活かした利用者満足度の向上 

行動計画 

①組合員・利用者本位に即した丁寧
な「あんしんチェック」の実施

実施率 
Ｒ8 契約者
数の 34％

Ｒ9 契約者
数の 33％ 

R10 契約者
数の 33％

②組合員・利用者の声を踏まえた活
動の実践による利用者満足度の向
上

ＪＡ共済
総合 

満足度 
90％以上 90％以上 90％以上 

2.重点施策
生きる保障を中心とした「ひと・いえ・くるまの総合保障」の提供に農業リスクに関す
る保障点検を加えた活動と、次世代・若年層との接点づくり・関係性強化の取組みによ
る普及活動の維持・強化 

行動計画 

①総合保障の複数提案、若年層への
キャンペーン、デジタル基盤を活
用した接点強化

－ 実施 継続 継続 

②Web マイページの登録・利用促進に
よる非対面での接点強化

登録率 50％以上 55％以上 60％以上 

③災害・病気・事故など、農業経営を
直撃するリスクに対する万全な備
えの提案

リスク診
断実施率
（通算）

中核的担い手 
34％ 

中核的担い手 
67％ 

中核的担い手
100％ 

3.重点施策
部署間連携による農業リスク商品、住宅・自動車ローン商品に関する幅広い知識の習得
による組合員・利用者への最適なサービスの提供 

行動計画 
①推進担当者に向けた研修会の実施

と資格取得
ＦＰ２級
取得率 

50％ 60％ 70％ 

ネットバンク：窓口やＡＴＭに行かなくても、残高や入出金照会、振込等がインターネット上からできるサービスです。 

３Ｑ活動・あんしんチェック：各契約者へ①近況確認②契約内容確認③保障点検を行う活動が「３Ｑ活動」です。そのうち
③保障点検が「あんしんチェック」です。
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内  容 評価指標

目標値又は状況 

令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度

Ⅲ.基本目標 
燃料価格の不透明化や円安による高止まりのなか、付加価値ある提案と保安点検を通じ、
安全・安心で満足度の高いサービスを提供します。 

 

1.重点施策 ガスの安全性を PR し、提案強化で満足度の高いサービスを提供 

 

行動計画 
① 安全性 PR と提案力の強化による

顧客満足の向上 

ガス器具
展示会 

5 回/年 5 回/年 5 回/年 

 
ＤＭに 
よるＰＲ

6 回/年 5 回/年 5 回/年 

2.重点施策 ＬＰガスの安全利用向け、在宅率低下に伴う非効率な点検業務の効率化 

 行動計画 
① 法定点検・未改善対象案件を解消

するため無線ＮＣＵの普及と法
定点検の完全実施 

－ 実施 継続 継続 

3.重点施策 農業経営の費用負担の軽減と重油施設の保安管理 

 行動計画 
① 重油タンクの無償貸与及び施設の

保安点検活動 
－ 実施 継続 継続 

Ⅳ.基本目標 
葬儀の多様化に対応し、ご遺族の希望に寄り添った葬儀プランを提案します。また、相
続・介護などの生活課題に対しＪＡの総合力で支援します。 

 1.重点施策 
高まる組合員ニーズに対応するため、組合員の利用拡大を目指した葬祭ホールのあり方
を検討 

  

行動計画 

① 来店・利用促進と事前相談体制の
強化により安心して利用できる
サービスを提供 

－ 実施 実施 実施 

  
② 葬儀ホール運営に向けたありか

たを検討 
建設 
計画 

検討 検討 確定 

 
無線ＮＣＵ：ガスメーターのデータを遠隔で取得・監視するための無線通信装置  
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【７．組合員の健康で豊かなくらしの創出】 

組合員・利用者が住み慣れた地域で安心して生活できるよう支援します。 

内  容 評価指標
目標値又は状況 

令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度

Ⅰ.基本目標 健康で豊かなくらしの実現に向け、健康維持増進活動に取り組みます。 

1.重点施策 高齢者生活支援として組合員・地域住民の健康寿命を延ばす取り組み

行動計画 
①行政と連携した介護予防事業の

実施

おでかけ
サ ロ ン
開催回数

84 回/年 84 回/年 84 回/年 

脳 若
ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ
開催回数

72 回/年 72 回/年 72 回/年 

Ⅱ.基本目標 組合員が安心して暮らせる地域づくりに貢献します。 

1.重点施策 管内組合員ニーズに基づく訪問介護サービスの安定供給

行動計画 
①在宅生活維持に向けた訪問介護

サービスの提供
サービス
提供時間

750 時間 
/月 

780 時間 
/月 

810 時間 
/月 

2.重点施策 管内組合員ニーズに基づく居宅介護支援サービスの安定供給

行動計画 
①利用者と家族のＱＯＬ※向上に向

けたケアプランの作成

ケアマネ
ジメント
件数 

125 件/月 140 件/月 160 件/月

予防ケア
マネジメ
ント件数

20 件/月 20 件/月 20 件/月 

ＱＯＬ：Quality of Life の略。「生活の質」や「人生の質」のことで、個人がどれだけ人間らしい生活や自分らしい生活

を送り、人生に幸福を見出しているかを表す主観的な概念。 
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【８．相談専門職員（ライフサポーター）による相談機能の強化】 

高まる各種相談ニーズへの対応のため、地域の総合相談窓口としてエリア統括店を設置し、専

門職員（ライフサポーター）を配置することで、総合事業を活かしたワンストップサービスの提

供に努めます。 
 

  
内  容 評価指標

目標値又は状況 

令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度

Ⅰ.基本目標 
エリア統括店を地域の相談・活動拠点と位置づけ、既存組合員・利用者とのさらなる関
係強化および接点のない地域住民（将来の組合員）との関係構築に、令和９年度より取
り組みます。 

 

 

1.重点施策 
ライフサポーターを中心に、地域から頼りにされ拠り所となる店舗作りおよび組合員・
利用者のウェルビーイング向上に取り組みます。 

 行動計画 

①エリア統括店（北部・南部・東部）
の設置 

設置数 3 店舗 運用 運用 

②エリア統括店へのライフサポー
ター（投信インストラクター兼
務）の配置 

配置時期 検討 
各エリアに 

配置 
継続 

③年金相談・資産運用・相続（遺言
信託）などの各種教室・セミナー
の開催 

開催回数 2 回/年 2 回/年 2 回/年 

2.重点施策 
各種相談機能の強化に取り組み、総合事業を活かしたワンストップサービスの提供を
行います。 

 行動計画 

① 相続相談担当者の配置 － 全支店 継続 継続 

② よりそい活動対象先への訪問に
よる生前相続相談会への誘致 

生前相続
相談件数

60 回 60 回 60 回 

③ 各種相談窓口の一元化 相談件数 － 200 件 220 件 

④ 地域の相談拠点としての顧客本
位の資産形成・運用の提案 

投資信託
口座獲得

件数 
910 件 910 件 910 件 

投資信託
獲得金額

目標 

91,000 
千円 

91,000 
千円 

91,000 
千円 

iDeCo 
獲得件数

84 件 84 件 84 件 

 
ウェルビーイング：「幸せ」「健康」「社会全体がより良い状態にあること」などを意味し、ＪＡでは「農業者」「地域の組

合員・利用者」「ＪＡ職員」の心と体とお金の健康を高めるため、ＪＡ版ウェルビーイング運動を実
践しています。 
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【9. 食・農への理解醸成とＪＡファンづくりへの取り組み】 

　食・農・くらしを基軸に、地域から必要とされるＪＡを目指した活動や、ＪＡの様々な取り組み

や組合員・地域住民がＪＡに関心や親近感をもってもらえる広報活動を展開します。 

内  容 評価指標
目標値又は状況 

令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度

Ⅰ.基本目標 
支店を核とした活動を通じたＪＡファンづくりを推進するとともに、ＪＡの活動に積極
的に参画する地域農業の応援団のさらなる拡大に取り組みます。 

1.重点施策 組織活動の活性化

行動計画 

① 食と農を基軸とした地域の女性
部組織活動を開催

－ 実施 継続 継続 

② 支店と各事業部と連携したウェ
ルカレンダーの作成

－ 作成 運用 運用 

③支店核活動の充実開催 － 実施 継続 継続 

2.重点施策 准組合員の意思反映と地域農業応援団化に向けた取り組みを実施します。

行動計画 

①准組合員モニター会議の開催 開催回数 ４回/年 ４回/年 ４回/年 

②援農ボランティアの実施 － 実施 継続 継続 

③年金友の会への農業応援クーポ
ン配布

祝寿 
クーポン
発行枚数

6,000 枚 6,000 枚 6,000 枚 

農業応援
クーポン
発行枚数

19,000 枚 19,000 枚 19,000 枚

Ⅱ.基本目標 ＪＡファンの拡大を目指し、広報活動の強化とポイント制度のデジタル化に取り組みます。

1.重点施策 組合員はじめ、地域住民等の幅広い世代への情報発信の強化

行動計画 

①地域住民への幅広い広報活動に
より農業に対する理解醸成と地
域農業応援団の拡大

－ 実施 継続 継続 

②マスコミとの連携による情報発
信力の強化

発信件数 100 本 100 本 100 本 

③ ポイントカードのデジタル化に
より、使いやすい仕組みづくりと
会員向け情報発信の充実

－ 実施 継続 継続 

2.重点施策 ＪＡの取り組みや様々なイベント等に関する情報の幅広い世代へ発信

行動計画 
①地域版コミュニティ誌をはじめ

YouTube 動画などＳＮＳを活用
した情報発信の充実

－ 実施 継続 継続 
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【１０．組合員との関係強化における取り組み】 

組織基盤強化に向けて、組合員の資産継承や積極的な事業活動への参加、理解醸成に取り組み

ます。 
 

  
内  容 評価指標

目標値又は状況 

令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度

Ⅰ.基本目標 農地の保全と最適利用に向けた提案による次世代への資産継承 

 

1.重点施策 組合員資産の保全および最適利用に向けた支援 

 行動計画 
① 組合員の資産管理支援および資

産管理部会や農業簿記研究会を
通じた税務支援 

取扱高 5 億円 5 億円 6 億円 

ソリマチ
研修会 

3 回 3 回 3 回 

WEB 農業簿

記研修 
1 回 1 回 1 回 

Ⅱ.基本目標 地域に根ざした協同組合として総合力を発揮するため組織基盤強化に取り組みます。 

 

1.重点施策 総合ＪＡの強みを活かした組織基盤の拡充 

 行動計画 

① 将来の組合員リーダーを育成す
る組合員大学の継続実施 

－ 実施 継続 継続 

② 一戸複数正組合員制の継続的な
加入促進による正組合員 

新規 
加入者 

50 名/年 50 名/年 50 名/年 

⑤ 准組合員から資格要件を満たす
正組合員への誘導 

－ 実施 継続 継続 

④世代交代が進むなか、総代の役割
をはじめ、協同組合への理解醸成
のための研修会の開催 

－ 検討 実施 － 
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【１１．次代を担う職員育成】 
海部地域になくてはならない JA を目指し、組合員の皆様の負託に応えられる職員の育成に取

り組みます。 
 

  
内  容 評価指標

目標値又は状況 

令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度

Ⅰ.基本目標 地域農業の維持・発展に貢献できる職員の育成 

 

1.重点施策 協同組合の理念・協同組合論を学び、自ら行動できる職員の育成 

 行動計画 
①地域農業の維持発展に貢献でき

る職員の育成 

研修会 実施 継続 継続 

リスキリン
グコンテン
ツ提供 

実施 継続 継続 

2.重点施策 職員のエンゲージメント向上 

 行動計画 
①エンゲージメント調査結果に基

づいた研修計画の実践 
― 実施 継続 継続 

3.重点施策 採用活動の強化 

 行動計画 
①夏・秋・冬インターンシップと中

途採用による要員確保 
― 実施 継続 継続 

 

エンゲージメント：職員がＪＡや業務に対して持つ愛着や熱意、貢献意欲のこと。 

リスキリングコンテンツ提供：業務の高度化やデジタル化などの環境変化に対応するため、職員が新たな知識や技能を学び

直す機会を提供する取り組みです。人材の能力向上を通じて、サービスの質の向上と持続

可能な経営基盤の強化を目指します。 
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【１２．自己改革の実践と持続可能な経営基盤の確立・強化における取り組み】 

総合ＪＡの強みを活かし、地域になくてはならない存在であり続けるため損益シミュレーショ

ンに基づく成長・効率化施策の着実な実践により、将来に向け持続可能な経営基盤の確立・強化

に取り組みます。 

内  容 評価指標
目標値又は状況 

令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度

Ⅰ.基本目標 
継続的な自己改革への取り組みとともに、これからも地域になくてはならないＪＡを目
指し、持続可能な経営基盤の確立・強化に取り組みます 

1.重点施策 総合事業の継続に向けた健全で安定した経営基盤の確立

行動計画 

①中期計画・事業計画に基づいた着
実な実践と定期的な進捗管理

― 実施 継続 継続 

②内部統制システム基本方針に基づ
く内部統制構築・運用

― 実施 継続 継続 

③被災時の事業継続・早期復旧体制
への取り組み

― 実施 継続 継続 

④新会計システムの的確な業務運用
と事業別・場所別収支管理

― 実施 継続 継続 

⑤合併後の事業継承が安定したこと
を踏まえた執行体制の精鋭化

― 実施 継続 継続 

Ⅱ.基本目標 安定した経営基盤の確立と実情に応じた組織整備に取り組みます。 

1.重点施策 店舗・事業所・施設等事業運営コストの低減と不採算事業の経営改善

行動計画 

①店舗の再編等の検討 ― 
検討 
実施 

検討 
実施 

検討 
実施 

②営農センター業務内容の見直しと
労働生産性の向上

― 検討 検討 実施 

③乾燥施設の効率的運営に向けた施
設整備

― 検討 検討 実施 

③ 出向く体制強化に向けた融資・営
農渉外活動

― 実施 実施 継続 

④ 老朽化施設の計画的な整備 ― 検討 
検討 
実施 

検討 
実施 

2.重点施策 内部管理体制の強化

行動計画 
①ＪＡバンク基本方針等を遵守した

業務執行およびマネー・ロンダリ
ング対応態勢の強化

― 実施 継続 継続 

マネー・ロンダリング：犯罪で取得した不正資金など、違法な手段で入手したお金を、架空口座や他人名義口座などを利用
し出所を分からなくして、正当な手段で得たお金と見せかけること。日本語では口座を転々とする
うちに、汚れたお金（マネー）が洗濯（ロンダリング）されてしまう意味で「資金洗浄」といいま
す。

６．取り組み実施事項 
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会計監査人監査：会計監査人とは、監査及び会計の専門家のことです。独立した立場において、財務書類その他の財務に関
する情報の信頼性を確保することを目的として、会計に関するリスクとそのリスクをコントロールするた
めの内部統制が機能しているかの監査を実施します。会計監査人監査を受けることで、財務情報の信頼性
を向上し、社会的信頼性が高まります。 

内部統制 ：業務の有効性及び効率性、財務報告の信頼性、事業活動に関わる法令等の遵守、資産の保全という４つの
目的と、統制環境、リスクへの評価と対応、統制活動、情報と伝達、モニタリング（監視活動）、ＩＴ
（情報技術）への対応という６つの基本的要素から構成され、適切なリスクマネジメント及び内部統制を
構築し、運用をしていく必要があります。 

内  容 評価指標
目標値又は状況 

令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度

Ⅲ.基本目標 
内部統制システム基本方針に基づき、組合の健全経営と持続的発展のため、リスク分析
により重点テーマを絞り効率的な内部監査を実施します。さらに中央会支援や内部統制
評価を活用し、透明性・信頼性の確保と監査業務の効率化・高度化を推進します。 

1.重点施策 持続性のある経営基盤の確立に向け、的確に監査を実施します。

行動計画 

①監査資源の配分のもと、監査計
画を策定し計画に沿った着実な
内部監査の実施

内部監査
実施回数

20 回 20 回 20 回 

②監事との情報共有及び連携強化に
よる充実した監事監査の実施

監事監査
実施回数

2 回 2 回 2 回 

③会計監査人監査への対応効率化の
ため被監査部署への支援

― 継続 継続 継続 

JA Aichi Ama Sixth Medium-Term Three-Year Plan 
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（単位：千円）

令和７年度実績 令和８年度計画 令和９年度計画 令和１０年度計画

3,158,788 3,243,350 3,230,000 3,157,000

農 作 業 受 委 託 149,822 177,000 175,000 175,000

共 同 乾 燥 施 設 364,777 315,370 315,000 315,000

花卉・れんこん・ミニトマト 1,008,120 1,044,000 1,044,000 991,000

イ チ ゴ セ ン タ ー 821,570 858,000 858,000 858,000

ト マ ト セ ン タ ー 724,575 750,000 740,000 720,000

育 苗 施 設 89,924 98,980 98,000 98,000

（単位：千円）

令和７年度実績 令和８年度計画 令和９年度計画 令和１０年度計画

4,786,630 3,083,155 2,851,515 2,855,645

米 3,991,576 2,579,900 2,365,000 2,365,000

麦 ・ 大 豆 ・ 雑 穀 267,953 136,900 135,000 135,000

購 買 主 食 販 売 270,656 174,500 156,500 156,500

店 舗 米 販 売 256,445 191,855 195,015 199,145

（単位：千円）

令和７年度実績 令和８年度計画 令和９年度計画 令和１０年度計画

4,883,963 5,029,770 5,006,520 4,925,800

野 菜 2,933,986 2,979,750 2,982,500 2,900,900

果 実 887,701 940,400 910,200 910,200

花 卉 ・ 花 木 169,676 168,000 168,000 165,000

畜 産 物 401,631 397,000 397,000 397,000

産 直 販 売 486,659 544,620 548,820 552,700

（単位：千円）

令和７年度実績 令和８年度計画 令和９年度計画 令和１０年度計画

3,378,899 2,833,500 2,805,500 2,805,500

肥 料 939,786 886,200 886,200 886,200

農 薬 684,454 618,300 618,300 618,300

飼 料 117,417 113,300 113,300 113,300

畜 産 15,808 14,400 14,400 14,400

園 芸 452,256 361,800 360,300 360,300

種 苗 216,567 161,000 158,000 158,000

農 機 具 608,501 413,200 413,200 413,200

そ の 他 - - - -

食 料 品 33,006 23,500 21,400 21,400

生 活 用 品 41,141 58,100 37,000 37,000

電 気 製 品 耐 久 資 材 266,586 183,700 183,400 183,400

そ の 他 3,377 - - -

取 扱 高

主要計画項目

主要計画項目

取 扱 高

1.営農利用事業取扱計画

4.購買事業取扱計画

主要計画項目

取 扱 高

2.農産事業取扱計画

主要計画項目

取 扱 高

3.園芸事業取扱計画

７．主な取扱目標
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（単位：千円）

令和７年度実績 令和８年度計画 令和９年度計画 令和１０年度計画

1,467,783 1,485,000 1,498,600 1,514,000

愛 菜 耕 房 604,821 636,000 642,600 649,000

菜 々 耕 房 433,961 432,000 436,000 440,000

グ リ ー ン プ ラ ザ 121,109 107,000 110,000 115,000

Ａ コ ー プ と び し ま 店 307,892 310,000 310,000 310,000

（単位：千円）

令和７年度実績 令和８年度計画 令和９年度計画 令和１０年度計画

87,059 81,800 89,000 94,800

（単位：千円）

令和７年度実績 令和８年度計画 令和９年度計画 令和１０年度計画

452,732 434,000 426,000 418,000

重 油 事 業 165,690 150,000 150,000 150,000

Ｌ Ｐ ガ ス 事 業 287,042 284,000 276,000 268,000

（単位：千円）

令和７年度実績 令和８年度計画 令和９年度計画 令和１０年度計画

154,000 198,150 198,150 198,150

葬 儀 代 金 136,900 180,950 180,950 180,950

香 典 返 し ・ 法 要 6,100 10,000 10,000 10,000

墓 石 ・ 仏 壇 11,000 7,200 7,200 7,200

（単位：千円）

令和７年度実績 令和８年度計画 令和９年度計画 令和１０年度計画

790,000 500,000 500,000 600,000

180 200 200 220

（単位：千円）

令和７年度実績 令和８年度計画 令和９年度計画 令和１０年度計画

529,500,000 530,000,000 530,000,000 530,000,000

90,420,000 91,116,000 91,855,000 92,660,000

農業資金新規融資 382,000 390,000 390,000 390,000

住宅ローン新規融資 9,088,000 6,000,000 6,000,000 6,000,000

（単位：千円）

令和７年度実績 令和８年度計画 令和９年度計画 令和１０年度計画

52,126,231 38,000,000 38,000,000 38,000,000

1,128,433 970,000 970,000 970,000

主要計画項目

貯 金

貸 出 金

9.宅地等供給事業取扱計画

主要計画項目

取 扱 高

相 談 件 数

10.信用事業取扱計画

長 期 共 済 新 契 約

自 動 車 共 済 掛 金

5.店舗事業取扱計画

主要計画項目

取 扱 高

11.共済事業取扱計画

主要計画項目

6.介護福祉事業取扱計画

主要計画項目

取 扱 高

7.燃料事業取扱計画

主要計画項目

取 扱 高

8.やすらぎ事業取扱計画

主要計画項目

取 扱 高

JA Aichi Ama Sixth Medium-Term Three-Year Plan
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３カ年の主な施設整備計画 

項  目 取 組 

実施スケジュール 

令和８年度 令和９年度 令和１０年度 

集出荷施設の保守修繕 

ミニトマトセンター及びトマトセンター選果

機等の稼働前点検及び保冷庫の修繕を

実施します。 

実施 実施 実施 

ローンセンターの集約 

融資担当者のエリア店集約化により営業

力を強化します。 

また、ローンセンターを神守支店に集約

します。 

実施 継続 継続 

ＪＡ共済機器更新 

保守期限を迎えるにあたり、現行システ

ムの共済端末機および周辺機器一式を

更新します。 

実施 継続 継続 

将来負担軽減に向けた 

金融店舗整備 

老朽化が進んだ大規模支店の将来的な

方向性を見据え新たな金融店舗整備の

あり方を検討します。 

検討 実施 実施 

各事業所・支店空調の更新 
空調機の老朽化に伴い正常運転確保の

ため計画的に空調の更新を行います。 
実施 実施 実施 

各事業所・支店・倉庫の 

防水・塗装工事 

老朽化した各事業所・支店・倉庫の防水・

塗装工事を計画的に行います。 
実施 実施 実施 

各事業所・支店の 

照明機器の更新 

照明機器の老朽化及び国の省エネルギ

ー推進によりＬＥＤ照明器具への更新を

計画的に行います。 

実施 実施 継続 

８．主要な施設整備計画 
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（単位：百万円）

令和７年度実績 令和８年度計画 令和９年度計画 令和１０年度計画

信用事業資産 543,744 544,911 542,198 542,198

共済事業資産 39 43 42 41

経済事業資産 2,045 2,072 2,061 2,041

雑資産 588 600 600 600

固定資産 7,487 7,800 7,632 7,903

外部出資 24,917 24,917 24,917 24,917

その他の資産 559 600 600 600

資産の部の合計 579,381 580,944 578,051 578,301

信用事業負債 534,397 534,246 531,585 531,585

共済事業負債 1,381 1,162 1,144 1,123

経済事業負債 1,436 1,436 1,428 1,414

諸引当金 1,461 1,050 1,050 1,050

その他の負債 708 708 708 708

負債の部の合計 539,385 538,602 535,917 535,882

出資金 1,278 1,278 1,277 1,276

その他純資産 38,717 41,063 40,856 41,142

純資産の部合計 39,996 42,341 42,134 42,418

負債及び純資産の部合計 579,381 580,944 578,051 578,301

注）表示している金額は単位未満を切り捨てているため合計が一致しない場合があります。

総合財務計画

項　目

金　額

JA Aichi Ama Sixth Medium-Term Three-Year Plan

９．総合財務計画・総合損益計画
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（単位：百万円）

令和７年度実績 令和８年度計画 令和９年度計画 令和１０年度計画

１． 事 業 総 利 益 6,102 6,403 5,531 5,643

信 用 事 業 総 利 益 3,133 3,811 3,062 3,200

共 済 事 業 総 利 益 1,485 1,252 1,233 1,209

購 買 事 業 総 利 益 601 559 543 544

販 売 事 業 総 利 益 291 257 256 252

保 管 事 業 総 利 益 35 22 22 22

利 用 事 業 総 利 益 524 481 401 396

宅地等供給事業総利益 40 32 25 31

指 導 事 業 △ 10 △ 13 △ 13 △ 13

２． 事 業 管 理 費 4,795 5,119 4,977 5,081

人 件 費 3,111 3,290 3,190 3,253

業 務 費 622 660 634 634

諸 税 負 担 金 151 126 130 130

施 設 費 884 1,020 1,000 1,040

そ の 他 事 業 管 理 費 24 23 23 23

３． 事 業 利 益 1,306 1,284 554 561

４． 事 業 外 収 益 393 393 393 393

５． 事 業 外 費 用 25 25 25 25

1,674 1,651 921 929

６． 特 別 利 益 1 0 0 0

７． 特 別 損 失 171 0 0 0

1,505 1,651 921 929

注）表示している金額は単位未満を切り捨てているため合計が一致しない場合があります。

総合損益計画

項　目
金　額

経 常 利 益

税 引 前 当 期 利 益

９．総合財務計画・総合損益計画
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組合員の皆さまのご利用により、これらの取り組みが支えられています。 

地域農業振興の取り組み（農業塾等）、理解促進の取り組み（食農教育活動・組合員大学等）
にかかる費用については、「教育情報繰越金」や「地域農業振興基金の運用果実」等を財源
としております。 

組合員の事業利用 
（信用・共済・購買・産直等） 

生産基盤拡大のための投資等
（共同乾燥施設の改修、産直

品の拡大・農地保全等） 

事業利益の創出 
積立金の積立・基金の造成 

正組合員 准組合員・地域住民

農家所得の向上 地元産農産物の購入 
援農活動 

地域農業のファンづくり
（地域農業の理解醸成・農業体験等）

正・准組合員の相互理解の促進 

さらなる事業利用の増進

地域・農業の発展 

ＪＡの取り組みの発展 

将来の農業従事者の確保 

１０．事業サイクル 
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ＪＡ綱領 

～わたしたちＪＡのめざすもの～ 

 

わたしたちＪＡの組合員・役職員は、協同組合運動の基本的な定

義・価値・原則（自主、自立、参加、民主的運営、公正、連帯等）に

基づき行動します。 

そして、地球的視野に立って環境変化を見通し、組織・事業・経営の

革新をはかります。さらに、地域・全国・世界の協同組合の仲間と連

携し、より民主的で公正な社会の実現に努めます。 

 このため、わたしたちは次のことを通じ、農業と地域社会に根ざし

た組織としての社会的役割を誠実に果たします。 

 

 

わたしたちは、 

 

一．地域の農業を振興し、わが国の緑と水を守ろう。 

 

一．環境・文化・福祉への貢献を通じて、安心して暮せる豊かな 

地域社会を築こう。 

 

一．ＪＡへの積極的な参加と連帯によって、協同の成果を実現しよう。 

 

一．自主・自立と民主的運営の基本に立ち、ＪＡを健全に経営し信頼 

を高めよう 

 

一．協同の理念を学び実践を通じて、共に生きがいを追求しよう。 
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【表紙のコンセプト】 

～たゆまぬ変革で、地域とともに未来を創造する JA～ 

①  象徴性 

・「6」は第 6 次中期計画の象徴 

・循環・継続・進化を表現 

・安定した経営基盤の継承 

 

②  意味性 

・若葉を表現、芽生え・成長・未来 

・地域農業とのつながり 

・やさしさ・親しみ・生命力 

 

③  構造 

・「6」と若葉の融合デザイン 

・機械的なデザインは変革と未来 

・葉の重なりは事業の連携 

 

④  未来性 

・後方からの光は希望と変革 

・中心の核は JA の信頼基盤 

・光の広がりで未来の創造を表現 

JA Aichi Ama Sixth Medium-Term Three-Year Plan 
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